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 はじめに  
 

 昭和 40 年以降ＬＰガスが一般家庭用及び業務用施設の燃料として普及してきましたが、普及に合わ

せてＬＰガスに起因する事故件数も増加し、昭和 54 年には事故件数が 793 件と過去最高の件数を記録

し、当時「ガスは恐い」という一般消費者の印象を裏付ける結果となっています。設備改善と各種安全

機器の普及で事故件数は減少してきていますが、「液化石油ガス用対震自動ガス遮断器」及び「液化石

油ガス用ガス漏れ警報遮断装置」もこの事故件数の低減に寄与した安全機器の一つとして位置付けられ

ます。 

 そもそも地震防災は日本において重要な課題であり、地震予知技術の発展と共に防災機器の開発が強

く求められ、多くの方々のご苦労の賜物として生まれてきた「液化石油ガス用対震自動ガス遮断器」は、

レストラン、ホテル等大規模業務用施設の地震防災機器として普及してきました。 

また掛川市のつま恋でのガス爆発事故をきっかけに業務用施設でのガス漏れ事故の防止用機器とし

て開発された「液化石油ガス用ガス漏れ警報遮断装置」も大規模のガス爆発事故等を防止し、「液化石

油ガス用対震自動ガス遮断器」と合わせて LP ガス事故による災害の防止に大いに役立ってきました。 

その後一般家庭及び小規模業務用施設にも対震自動ガス遮断器を普及させる為ガスメーターの中に

流量遮断機能と合わせて対震遮断機能を組み込んだマイコン型ガスメーターが開発され、感震器を連動

させたガス漏れ警報遮断装置と共に設置が義務化され、ガス漏れ事故防止に加えて地震防災に大いに役

立っており、現在では「LP ガスは災害に強いエネルギー」との評価をいただくようになりました。 

 今後 LP ガスのバルク供給の増加、GHP、燃料電池等の普及に伴い、選ばれる安全機器として期待さ

れるところが大であります。 

 今回遮断装置の関係基準、機器の種類、選定、構造、維持管理及び関連資料を JLIA 技術基準として

まとめました。会員会社のみならず販売事業者、工事業者、使用者等広く活用され、LP ガスの事故防

止に役立てていただくことを期待いたします。 

                                 

平成 21 年 12 月 

 




